
  

は じ め に 
 

 

我が国の経済は、未曾有の被害をもたらした東日本大震災の影響により依然

として厳しい状況にありますが、復興需要等を背景として穏やかに回復しつつ

あります。また、世界経済も欧州経済の停滞は続いていますが、全体として持

ち直しの動きがみられ、米国経済の緩やかな回復傾向等を背景として、持ち直

しの動きが続くことが期待されています。 

 

神戸港においては、円高に伴う輸入の増加等の影響で、平成 23年のコンテナ

取扱個数は外内貿全体で 263万 TEU（前年比 102.7％）と阪神・淡路大震災以降、

最高となりました。また総取扱貨物量も、8,702 万トン（前年比 101.7％）と増

加いたしました。 

 

神戸港は、阪神港（神戸港・大阪港）として目標に掲げる外貿コンテナ貨物

取扱量 490万 TEU（目標年次：平成 27年）の早期達成を目指し、基幹航路の

維持・拡大や港湾サービスの向上など国際コンテナ戦略港湾の取り組みを、平

成 23 年 12月に指定された「関西イノベーション国際戦略総合特区」の施策と

併せて、強力に推進してまいります。 

 

 本書「神戸港大観」は、大正 12 年の創刊以来神戸港に携わる多くの人々、関

係業界の活動を著した港湾統計書です。本書が皆様のお役に立てれば幸いです。 

 なお、平成 23 年版の「神戸港大観」の編集・発行にあたり、資料の提供をは

じめ、変わらぬご協力をいただきました皆様方に厚く御礼申し上げます。 

 

 

平成 24 年 9 月 

 

              神戸市長               



          凡             例   
 
１．この統計書は、主として、神戸市みなと総局みなと振興部振興課情報統計係におい

て、統計法に基づく港湾調査規則（昭和２６年３月１０日運輸省令第１３号）により、

調査・収集した資料に基づき、平成２３年中もしくは、平成２３年度を中心として集

録している。 

２．入港船舶は、積載貨物の有無にかかわらず、総トン数５トン以上の船舶を調査対象

としている。 

３．海上出入貨物は、船舶及びはしけにより本港に出入した貨物のすべてを調査対象と

している。 

４．品種分類は「港湾統計に用いる品種分類表」（81 品種）としている。 

５．貨物数量は、原則としてフレート・トンによっている。すなわち、容積は 1.133ｍ3

（４０立方フィート）、重量は 1,000 ㎏をもって１トンとし、トン数は、重量または

容積においていずれか大なる方をもって計算することを原則としている。ただし、慣

習上、上記の原則によらない貨物は、慣習によることとしている。 

６．外貿貨物とは、本港と外国の港との間で直接取引のあった出入貨物のことで、他の

国内港で積換えられた貨物は内貿貨物としている。 

７．仕向港はその貨物の最初の船卸港、仕出港はその貨物の最終の船積港としている。 

８．コンテナ船の分類については、次のとおりである。 

    「フルコンテナ船」 ‥‥‥ オールセルガイド構造の船舶 

    「セミコンテナ船」 ‥‥‥ 一部セルガイド構造を有する船舶、セルガイド 

構造を有しないオールコンテナ積船、RO-RO 船 

９．コンテナ個数の単位で使用している「TEU」（Twenty-foot Equivalent Units）は、

20 フィートコンテナ換算個数である。 

10．内貿コンテナ貨物は、平成６年より調査を開始した。また、フェリーボート貨物は

内貿貨物の内数である。 

11．計数の単位は、各表の左上もしくは該当欄に記載している。 

12．単位未満の数は、四捨五入で処理しているため、総数と内訳の計が一致しないこと

がある。 

13．統計表中の一般的な記号の用法は次のとおりである。 

    「－」 ‥‥‥ 該当数字のない場合及び０の場合 

    「…」 ‥‥‥ 不明、不詳、不定及び算出不能の数 

14．各統計表については、補足説明や個々の説明、または注釈を脚注に記載している。 

15．資料の出所機関は、各統計表の右上に掲げている。 

16．香港については、平成９年７月に中華人民共和国に返還されたため、中華人民共和

国の計に含めているが、便宜上、内数（香港）も掲載している。 



主な港の本統計書
上のカタカナ標記

（ 漢 字 標 記 例 ）

朝鮮民主主義人民共和国ウォンサン （ 元 山 ） Wonsan
ソンジン （ 松 林 ） Songlim
チュンジン （ 清 津 ） Chungjin
ナンボ （ 南 浦 ） Nampo
ハイジュ （ 海 州 ） Haeju
フンナム （ 興 南 ） Hungnam
ラジン （ 羅 津 ） Rajin

台 湾 カオシュン （ 高 雄 ） Kaohsiung
キールン （ 基 隆 ） Keelung
スーアオ （ 蘇 奥 ） Suao
タイチュン （ 台 中 ） Taichung
タイペイ （ 台 北 ） Taipei
ホワリエン （ 花 蓮 ） Hualien

大 韓 民 国 インチョン （ 仁 川 ） Incheon(Inchon)
ウルサン （ 蔚 山 ） Ulsan
オクポ （ 玉 浦 ） Okpo
オンサン （ 温 山 ） Onsan
クワンヤン （ 光 陽 ） KwangYang
クンサン （ 群 山 ） Kunsan
コジュトウ （ 巨 済 島 ） Ｋoje
サムチョク （ 三 陟 ） Samchok
ソクチョ （ 束 草 ） Sokcho
チェジュ （ 済 州 ） Cheju
チンハエ （ 鎮 海 ） Chinhae(Jinhoe)
ピョンテク （ 平 澤 ） Pyongtaek
プサン （ 釜 山 ） Busan(Pusan)
ポーハン （ 浦 項 ） Pohang
マサン （ 馬 山 ） Masan
ムクホ （ 墨 湖 ） Mugho(Mukho)
モクボ （ 木 浦 ） Mokpo
ヨース （ 麗 水 ） Yeosu(Yosu)
ワンド （ 莞 道 ） Wando(Mogdo,Jindo)

中 華 人 民 共 和 国 イエンタイ （ 煙 台 ） Yantai(Yentai)
イエンティエン （ 塩 田 ） Yantian
インコウ （ 営 口 ） Yingkou
ウーフー （ 蕪 湖 ） Wuhu
ウェイハイ （ 威 海 ） Weihai
ウェンチョウ （ 温 州 ） Wenzhow(Wenchow)
クワンチョウ （ 広 州 ） Guangzhou(Kuang-chou)
シアメン （ 廈 門 ） Xiamen(Amoy),Hsiamen(Jiangmen,Shenjiamen)
シェコウ （ 蛇 口 ） Shekou
ジェンチン （ 鎮 江 ） Zhenjiang(Chenchiang,Chinkiang)
シャンハイ （ 上 海 ） Shanghai
シンカン （ 新 港 ） Xingang(Hsinkang,Xinkang)
スワトウ （ 汕 頭 ） Shantou(Swatow)
タイツァン （ 太 倉 ） Taicang
ダイレン （ 大 連 ） Dalian(Talien)
タンクー （ 塘 沽 ） Tanggu
タントウオン （ 丹 東 ） Dandong(Tantung)
チーワン （ 赤 湾 ） Chiwan
チャンチャカン （ 張 家 港 ） Zhangjiagang(Changzhou)
チュイアンチョウ （ 泉 州 ） Quangzhou
チョウシャン （ 舟 山 ） Zhoushan
チョンチャン （ 湛 江 ） Zhanjiang(Tsamkong,Chanchiang)
チンタオ （ 青 島 ） Qingdao(Chingtao,Tsingtao)
チンワンヤオ （ 泰 皇 島 ） Qinhuangdao(Chinhuangtao)
トンコアン （ 東 莞 ） Dongguan
ナンキン （ 南 京 ） Nanjing
ナントン （ 南 通 ） Nantong
ニンポウ （ 寧 波 ） Ningbo
ハイコウ （ 海 口 ） Haikou
ファンチェン （ 防 城 ） Fangcheng
フーチョウ （ 福 州 ） Fuzhou(Fochou,Focchow)
ホンコン （ 香 港 ） Hongkong
ランシャントウ （ 嵐 山 頭 ） Lanshantuo
リェンユンカン （ 連 雲 港 ） Lianyungany
リザオ （ 日 照 ） Rizhao
ロンコウ （ 竜 口 ） Longkou
ワンポア （ 黄 埔 ） Huangpu

英 語 標 記 例

港名索引(中国語・韓国語・朝鮮語を主要言語とする国の主な港)
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神戸港概説 
 

１． 概要 

 

  神戸港は天然の良港として次のような特徴を持っている。 

（1） 西は高取、鉄拐、鉢伏山に、北は六甲山脈に囲まれ、しかも和田岬によって西方よりの波浪を

防いでいるので、将来の発展についても、東南二方に防波堤を築造すれば港を拡大でき、築港

設備上経済的である。 

（2） 港内の水深は近代的大型船舶の泊地として最適である。 

（3） 海底土質は船舶の投錨、浮標の設置に好適である。 

（4） 背後に六甲山脈が東西に走っており、毎年 10月頃から 4，5月頃までの北西の強風が防がれる。 

（5） 干満の差が少なく、多い時でも 1．8メートルを超えない。また港内の潮流は 1時間 1海里以内

で適度である。 

（6） 風光明媚の景勝地に在るので、長途の航海を終えた船員や船客に多大の慰安を与える。 

 

２． 沿革 

 

（1）開国まで 

 神戸港は、3 世紀頃「務古水門（むこのみなと）」としてあらわれ、すでに海上交通の基地であ

り、奈良時代には、僧行基が定めたという「五泊（ごはく）」の一つに「大輪田泊（おおわだのと

まり）」として現れた。 

 平安時代に入ると、弘仁 3 年（812 年）には、歴史上はじめて港の修築工事が国営で行われた。

さらに、平清盛が大輪田泊を日宋貿易に利用し、また、福原に遷都するなど港は発展し、町も大い

に賑わった。承安 3年（1173 年）頃に清盛は、後の兵庫の津、今日の神戸港繁栄の基礎となる埋立

地「経ヶ島」を大輪田泊の前面に築造するなど修築に努めた。 

 その後、大輪田泊は、鎌倉時代になると「兵庫の津」と呼ばれるようになった。文永 11年（1274

年）にはじまる元寇の役以来、大陸貿易が途絶え、一時兵庫の津は衰退した。 

 室町時代に入ると足利義満が、応永 8年（1401 年）第 1次遣明船を兵庫の津から出帆させ、日明

貿易が開始すると再び賑わうこととなった。しかし、この繁栄も束の間、再び応仁の乱（1467 年）

にはじまる兵禍、慶長元年（1596 年）の大震災のため、兵庫の町と港は壊滅的被害を受けた。ただ、

豊臣秀吉が兵庫の津の重要性を認め、震災復興を命じたため、いち早く再興することができた。 

 江戸時代には、鎖国政策のため外国貿易が途絶えたが、一方では国内情勢が安定した。当時、政

治の中心は江戸（東京）、経済の中心は大坂（大阪）であり、このため兵庫の津は、全国と大坂、

江戸を結ぶ海上輸送の要衝として栄えた。元和 5年（1619 年）にはじまる菱垣廻船、寛永 16年（1639

年）にはじまる北前船による日本海側との航路開設、寛文元年（1661 年）頃にはじまる樽廻船など

の船舶が兵庫の津を行き交うようになった。また、鎖国をしていたが、通商関係のあった蘭国、朝

鮮は江戸渡航に際して、兵庫の津を利用することが多々あった。 

（2）開港 

 幕末の嘉永 6年（1853 年）にペリーは 4隻の米国軍艦を率いて浦賀に来航し、開国を迫った。 



  
 

翌安政元年（1854 年）、再び来航したペリーとの間に「日米和親条約」が結ばれた。これにより諸

外国も国交を求め、安政 5年（1858 年）「日米修好通商条約」を皮切りに、英国、仏国などとも次々

に同様の条約を結ぶこととなり、我が国は開国した。 

 幕府は兵庫の津は都に近いという理由で、開国と同時の開港を認めなかったが、ついに慶応 3年

12 月 7 日（1868 年 1 月 1 日）、兵庫の津は「兵庫港」として開港し、近代港湾への第一歩を踏み

出した。そして、海外との貿易がはじまり、兵庫港は港の整備のため、運上所（税関）、波止場の

改修、倉庫などを建設した。 

 

（3）開港から戦前まで 

 開港に際して、兵庫の津は、湊川（旧湊川）以西を兵庫港、以東を神戸港と称し、外国船の停泊

は神戸港を利用する経緯があった。しかし、この兵庫港、神戸港の 2 港時代は、明治 25 年（1892

年）両港を一括して「神戸港」の名称を用いた勅令の公布をもって終わりを告げ、今日言うところ

の神戸港となった。 

 近代港湾への歩みはその後も着実に進み、明治 39年（1906 年）第 1期修築工事に、大正 8年（1919

年）には第 2期修築工事に着手し、その後修築追加工事も着工したが、第 2次世界大戦の影響を受

け、工事は中断した。しかし、この修築工事の結果、神戸港は新たに第 1突堤から第 6突堤及び兵

庫第 1・第 2 突堤をはじめ、防波堤延長約 6，000 メートル、物揚場延長約 6，000 メートル、けい

留岸壁延長約 9，000 メートル、上屋 36棟、貯木場などの港湾施設が完成し、我が国を代表する貿

易港としての地位を確立した。 

 

（4）戦後 

 太平洋戦争により、神戸の市街地は焦土と化し、港も同様に機能を失った。加えて、占領下のも

とで、港湾施設は連合軍に接収されたため、港の復旧、輸送貨物の処理にも苦慮する状況が続いた。

そのような状況のなか、昭和 21 年（1946 年）に港湾機能の回復を図るため、兵庫運河の拡幅・浚

渫工事計画が決定され、翌年には兵庫突堤の接収も解除され、次第に活気を取り戻していった。 

 昭和 25 年（1950 年）1 月 1 日には民間貿易が再開されるとともに、朝鮮戦争による特需景気に

より、日本経済は復興のきっかけをつかみ、それとともに神戸港は活況を呈した。 

 また、5月には「港湾法」が制定され、それを受けて翌昭和 26年（1951 年）4月には国に代わり

神戸市が港湾管理者となり、現在の港湾管理体制が確立した。神戸市は、港湾管理者として港湾施

設の接収解除運動を起こし、その結果、昭和 27年（1952 年）から順次返還され、昭和 34年（1959

年）2月全ての施設が接収解除となり、名実ともに神戸市は神戸港の港湾管理者となった。 

 これにより近代港湾への歩みも経済復興とともに再開し、増大する輸送貨物に対処するため、昭

和 27 年（1952 年）第 7 突堤の建設に着手した。また、東部第 1 工区の造成などを順次計画着工し

た。 

（5）昭和 30年代から震災まで 

 昭和 30 年代にはいると、我が国経済は飛躍的に発展した。さらに、海運界における船舶の大型

化が進み、港をより一層近代的施設に整備する必要が生じつつあった。こうした動きに対応し、神

戸市では昭和 33 年（1958 年）兵庫第 3 突堤、昭和 34 年（1959 年）摩耶ふ頭の建設にそれぞれ着

手した。 



  
 

昭和 40 年代初めには、海上コンテナ輸送がはじまり、今日の本格的なコンテナ化の幕開けとな

った。神戸市はいち早く将来のコンテナ化時代の到来を予測し、建設中の摩耶ふ頭にコンテナバー

スの整備を図り、昭和 42年（1967 年）に竣工させた。 

昭和 41年（1966 年）には、このコンテナ化に対応できる近代港湾機能と、「住み、働き、憩い、

学び、集う」という総合的な都市機能を併せ持つ、海上都市「ポートアイランド」の造成に着手し、

昭和 56年（1981 年）に完成させた。 

また、この時期はモータリゼーションの発達があり、瀬

戸内海を中心にはじまったフェリーボートによる自動車

航送が、長距離化、大型化しつつあった。このためフェリ

ーふ頭の整備を急ぎ昭和 44年（1969 年）東神戸フェリー

ふ頭の建設にかかり、昭和 46年（1971 年）に完成させた。 

 昭和 47年（1972 年）には、将来の海上輸送の量的拡大・

質的変革に対応しうる近代的ふ頭として、六甲アイランド

の埋立に着手し、平成 4年（1992 年）に完成させた。 

 昭和 62年（1987 年）には、外貿貨物の増大、船舶の大

型化、港湾荷役の効率化に対応するため、ポートアイラン

ド第 2期の埋立に着手した。また同年、急増するコンテナ

貨物に対応するため、再開発事業として、摩耶ふ頭第 3・

第 4突堤間の埋立に着手し、平成 3年（1991 年）大型の公

共コンテナターミナルを完成させ、青果物専用ふ頭の機能

向上を図るために着手した、兵庫第 2・第 3突堤間の埋立

も、同年完成させた。中突堤周辺地区については、平成 4

年（1992 年）に着工し、市民が海に親しめる港づくり、特

色あるウォーターフロントの形成を目的とした再開発を

進めた。また、港湾地区から発生する自動車交通の市街地

への負荷を軽減し、港湾機能の向上を図るため、昭和 42

年（1967 年）から建設に着手していた港湾幹線道路（ハー

バーハイウェイ）を平成 5年（1993 年）2月、全線開通さ

せた。 

 このように神戸港は、輸送革新に対応した港湾の機能充

実や環境整備に取り組んできたが、平成 7年（1995 年） 

1 月 17 日、阪神・淡路大震災により壊滅的な被害を受け、その機能停止は、市民経済、市民生活に

甚大な影響を与え、国内外の物流・産業活動に多大な影響を及ぼすに至った。 

（6）震災から現在まで 

神戸港は大震災により甚大な被害を受けたが、港湾機能の早期回復・復興を図るため、概ね平成 8

年（1996 年）度末を目途に優先順位を定め、効率的な復旧を行った。また、単に元の姿に戻すので

はなく、摩耶ふ頭、兵庫突堤及び新港突堤東地区の既設ふ頭については再開発計画に沿った形で災

害復旧事業を行い、港湾施設の再整備を進めた。 

震災時には、既設突堤間の埋立地や平成 7年（1995 年）5月に着手した六甲アイランド南の一部（北

神  戸  港



  
 

緑地）の埋立地を利用したガレキ処分も行われ、港湾が市街地の復旧に大いに役立つこととなった。

このようにして、摩耶ふ頭第 1・第 3突堤間は平成 9年（1997 年）4月に、兵庫ふ頭第 1・第 2突堤

間は同年 10月に、新港東ふ頭第 5・第 8突堤間は平成 11年 7月に埋立を完成させた。 

 平成 9 年（1997 年）3 月末には、神戸港の主要な港湾施設の復旧が完了し、現在、西日本の産業

と国際物流を支えるゲートポートを目指し、取り組みを進めている。 

 具体的には、外貿コンテナ貨物の増大や船舶の大型化

に対応するため、ポートアイランド第 2期において大水
深コンテナターミナルの整備を進めている。平成 17 年

（2005 年）7 月に、港の国際競争力を高めるため、神戸

港はスーパー中枢港湾の指定特定重要港湾に指定された。

また、平成 21年秋、政府は国内主要港を対象に、更なる

選択と集中により、特に重点整備する「国際コンテナ戦

略港湾」を 1、2ヶ所選定する方針を示したことから、神

戸港は大阪港とともに「阪神港」として国際コンテナ戦

略港湾に応募し、平成 22年（2010 年）8月に、国際コン

テナ戦略港湾に選定され、現在、日本から釜山に流れる

貨物を奪還し、基幹航路の維持・拡大を図るため、ハー

ド・ソフト両面から総合的な取り組みを官民一体となっ

て進めている。ハード面では、PC18 東面において水深 16m

の大水深岸壁の整備を行い、平成 22年 4月 1日に供用開

始した。また、PC14～17 の岸壁の耐震改良や PC15～17

の水深 16m の増深を進めており、平成 24年度中の工事完

了を目指している。ソフト面については、これまで港湾

における規制緩和や手続きの簡素化、港湾の情報化の推

進などを行っており、更に、平成 19 年 12 月の大阪湾諸

港の一開港化によるとん税・特別とん税の軽減に先駆け、

平成19年4月には大阪湾諸港に連続寄港する外航コンテ

ナ船の入港料低減を実施している。また、国は港の国際

競争力強化を図るため、「スーパー中枢港湾を核とした

コンテナ物流の総合的集中改革プログラム」を実施して

おり、ターミナルゲートのオープン時間の拡大によるサ

ービスの向上や、瀬戸内沿岸から近隣海外諸港で接続さ

れているコンテナ貨物を神戸港経由に転換する内航フィ

ーダー輸送網強化モデル事業を実施している。平成 18年

（2006 年）2月に開港した神戸空港とも連携した海・空・

陸の総合物流拠点としての形成などとともに、ハード・

ソフト両面の取り組みにより、国際競争力の強化を図っ

ている。 

 

の  変  遷 



３． 神戸港の整備計画 
 

神戸港は近畿圏を中心に西日本全域に及ぶ背後圏を有する港湾であり、我が国の経済・社会・文化

の発展に重要な役割を果たすとともに、神戸市民の生活基盤、経済基盤としても貢献してきた。 

しかし近年、国際的な社会経済情勢の変化や、韓国、中国などアジア近隣諸港の台頭による港間競

争の激化など、神戸港を取り巻く環境は大きく変化しており、新しい時代に対応した「みなと」へと

変革することが求められている。これらの要請に対応するため、平成 18 年 2 月に、平成 20 年代後半

を目標年次とする港湾計画の改訂を行った。 

基本方針としては、次の6点である。 

① 神戸港が有する航路、サービス、地域的役割などを十分に踏まえながら、スーパー中枢港湾への取

り組みを進め、コンテナ埠頭の再編・集約化・効率化を行う。このような取り組みを総合的に推進

し、港湾物流のコスト・スピード・サービスを向上させ、西日本ハブ港としてコンテナ貨物を中心

とした輸送機能の強化を図る。 

② 近年の中古自動車、中古建設機械などの貨物の集積に対応するため、神戸港の立地特性や蓄積した

ハード、ソフトの資産を有効活用するとともに、既存岸壁をその立地特性や利用状況を勘案し、背

後用地とともに有効活用を促進する。 

③ ウォーターフロントに近づきやすく、回遊でき、港の風景を満喫できる親水空間を構築し、市民と

ともに来訪者が一体となって安全で安心な市民生活・都市活動を体感できる、神戸の新しい親水空

間としての機能強化を図る。また、地域、市民にとって愛着ある水面を活かしたライフスタイルの

構築を目指し、市民や事業者との協働によって、歴史を活かしたまちの魅力アップを図る。 

④ 旅客船埠頭を再配置し、市民や観光客が客船や練習帆船を身近に感じることができるようにすると

ともに、客船の入出港情報やみなとのイベント情報を積極的に発信し、みなとの風景に出会える機

会の増加を目指す。 

⑤ みなとを積極的に活用し、自然的環境の整備又は保全を進める役割を果たすため、環境創造型護岸、

人工海浜による多様な生態系の形成を促進させる場としての機能強化を図る。 

⑥ 災害時において国際海上コンテナ輸送機能を安定的に提供するとともに、市民生活等を支援する拠

点としての役割を果たすため、また緊急物資輸送対応のため、公共埠頭において必要な耐震強化を

図る。 

以上の方針のもと、効率性、安全性、快適性の高い空間を形成するため、ポートアイランドより東

側を物流機能、西側を親水機能を中心としたゾーンに大きく二つに分けて再構築し、秩序ある水域利

用、土地利用を行う。これにより港湾機能の効率化、強化を図るとともに、親水機能を拡充し、総合

的に神戸港の活性化を図ることとしている。 

 

※なお、平成 18年 2月の港湾計画の改訂以降、平成 21年度より政府の成長戦略会議のもと、更な
る「選択」と「集中」により我が国港湾の国際競争力を強化することを目的に、国土交通省において

スーパー中枢港湾の施策を引き継ぎ、国際コンテナ戦略港湾の取り組みが進められている。神戸港は

大阪港とともに、阪神港として平成 22年 8月に国際コンテナ戦略港湾に選定され、西日本の産業と国
際物流を支えるゲートポートを目指して、 

1．民の視点から阪神港コンテナターミナル全体を一元的に経営する港湾経営主体の確立 
2．集荷機能の強化 
3．産業の立地促進による創荷 
の目標を掲げ、その実現に向けた取り組みを進めているところである。 



４．　平成２３年 神戸港１０大ニュース

（１）神戸－関空ベイ・シャトル乗船客数150万人達成　[1月20日]

・運航開始から5年目を迎える神戸－関空ベイ・シャトルの150万人目の乗船客へ記念品を贈呈

（２）神戸空港開港から5周年を迎える

・開港5周年　[2月16日]

・東京線（羽田）の増便　[3月27日]

・札幌線（新千歳）の増便　[6月1日]

・神戸市総合防災訓練の実働訓練として、広域医療搬送に重点を置いた実践的な訓練を実施　[10月30日]

・スカイマーク社格納庫竣工　[11月30日]　

・ユーロコプタージャパンT&E社格納庫竣工　[12月1日]

・神戸空港発着便搭乗者が1,500万人を超える　[12月14日]

（３）東日本大震災被災地支援の取り組み

・支援活動要員のヘリコプターによる派遣、輸送機や給油の中継基地として神戸空港を活用　[3月12日]

・神戸港の港湾施設使用料等特別減免　[3月18日]

・被災した港湾への支援（救援物資の輸送）　[4月12日・5月30日・9月27日・12月5日]

・「第33回神戸港カッターレース」に宮古海員学校チームを招待　[5月8日]

・震災により神戸市内に避難されている方を神戸－関空ベイ・シャトル無料遊覧に招待　[6月26日・10月22日]

・「第41回みなとこうべ海上花火大会」花火サポーター特別席へ、震災により神戸市内に避難されている方

　を無料招待　[8月6日]　また、花火大会の収入のうち100万円を財団法人神戸新聞厚生事業団を通じて

　被災地に寄付　[12月22日]

（４）「国際コンテナ戦略港湾」として様々な集荷施策に取り組む

・神戸港埠頭株式会社設立　[4月1日]

・平成23年度神戸港内航フィーダー利用促進事業補助金交付対象事業の決定　[7月20日]

・ソウルにおいて「仁川港・神戸港間の航路利用促進セミナー」を開催　[9月7日]

・大阪港とともに「阪神港セミナー」を開催　[10月27日]

・宮崎において「神戸・宮崎間の航路利用セミナー」を開催　[11月9日]

・平成23年度神戸港コンテナ貨物集荷促進事業補助金交付対象事業の決定［12月7日］

（５）国内最大級内航コンテナ船の運航開始　[5月17日]

・阪神・瀬戸内に拠点を持つ港運会社7社により設立された「西日本内航フィーダー合同会社」が、内航船

　としては国内最大級の積載能力（320TEU）を持つ「エメラルド（2,526総トン）」の運航を始めた

　[5月16日]　また、同じ目的で造られた同型の「サファイア（2,361総トン）」も12月に就航した　[12月7日]

（６）神戸港港島トンネル延伸部が供用開始　[7月2日]

・港島トンネルは平成11年7月に供用を開始したが、ポートアイランド側出口の慢性的な渋滞を緩和する

　ために、上下各2車線の新たな出口を整備した

（７）神戸－小豆島フェリー新規航路就航　[7月6日]

・7月6日の航路就航に伴い、神戸と小豆島が所要時間約3時間で直接フェリー航路により結ばれることになった

（８）神戸港過去最大の客船「ボイジャー・オブ・ザ・シーズ」の神戸寄港決定　[6月8日]

　　　　 ・ロイヤル・カリビアン・インターナショナル社が運航する「ボイジャー・オブ・ザ・シーズ

　（137,276総トン）」が2012年7月と8月に計4回神戸港に寄港することが決まった

（９）南極観測船「しらせ」（2代目）が神戸港に初入港　[9月23日]

・2009年に就航した南極観測船「しらせ」（2代目）が南極観測船としては11年ぶりに神戸港新港第4突堤

　に入港し、9月24日・25日に船内一般公開が行われ、約11,000人の方々が来場された

（10）今年も100隻の客船が神戸港に入港

・東日本大震災の影響により寄港を取りやめる動きもある中、今年も入港隻数100隻を達成

　※12月29日入港予定の「ふじ丸」で100隻となる

・初入港した客船は「プリンセス・ダフネ（15,833総トン）」[3月13日]、「オリオン2（4,077総トン）」

　[7月28日]



５．平成 23年の神戸港の港勢 
入港船舶 
入港船舶は、外航・内航計で、36,638 隻で（前年比 96.6%）、総トン数で、1 億 8,594 万総トン（同

97.6%）となった。（表－1） 

（１）外航船 
外航船の入港隻数は 7,259 隻（同 95.9%）、総トン数は 1 億 4,449 万総トン（同 97.2%）となった。

（表－1） 

航路別 中国航路が 1,803 隻（同 92.7%）で、昨年に引き続き第１位であった。その他の航路とし

ては、タイ・インドシナ航路 891 隻（同 107.3%）、韓国航路 503 隻（同 103.1%）、欧州航路

398 隻（同 88.2%）などとなった。（表－2） 

船種別  フルコンテナ船の入港隻数は 4,168 隻（同 101.6%）、総トン数は 9,486 万総トン（同 98.8%）

となり、昨年に引き続き第１位であった。その他の船種としては、貨物船1,042隻(同 97.3%)、

1,162 万総トン(同 108.0%)、液体タンカー609 隻(同 99.5%)、454 万総トン(同 94.8%)、セ

ミコンテナ船 587 隻(同 78.7%)、824 万総トン(同 96.4%)などとなった。（表－3） 

   （２）内航船 
内航船の入港隻数は 29,379 隻（同 96.8%）、総トン数は 4,145 万総トン（同 99.1%）となった。 

（表－1） 

船種別  貨物船の入港隻数は、11,818 隻（同 93.1%）、918 万総トン（同 96.1%）となり、昨年に引
き続き第１位であった。その他の船種としては、客船 8,181 隻（同 99.0%）、1,040 万総ト

ン（同 103.7%）、タグボート 2,930 隻（同 101.6%）、27 万総トン（同 103.6%）、フェリー2,404

隻（同 98.4%）、1,832 万総トン（同 97.9%）などとなった。（表－４） 

  

（単位：隻・千総トン）

　　　総　入　港　数 　　　　　　外　　　航　　　船　　　計 　　　　　　内　　　航　　　船　　　計

年 　　フルコンテナ船 　　　　フ　ェ　リ　ー

隻数 総トン数 隻数 総トン数 隻数 総トン数 隻数 総トン数 隻数 総トン数

平成６年 87,708 303,439 10,836 164,846 4,653 112,537 76,872 138,592 35,806 117,030

　　１５年 39,905 189,299 7,887 137,155 4,453 103,652 32,018 52,144 3,990 28,645

　　１６年 39,266 184,224 7,738 132,738 4,290 97,449 31,528 51,486 3,887 27,797

　　１７年 38,856 185,781 7,843 131,876 4,029 91,742 31,013 53,905 3,921 30,323

　　１８年 39,690 193,544 8,382 139,271 4,481 97,624 31,308 54,273 4,010 31,312

　　１９年 43,787 194,748 8,342 140,033 4,383 97,796 35,445 54,714 3,872 29,860

　　２０年 41,438 202,585 8,171 154,882 4,424 99,366 33,267 47,703 3,238 23,894

　　２１年 36,482 187,076 7,525 144,953 4,124 96,787 28,957 42,123 2,791 20,565

　　２２年 37,910 190,436 7,568 148,591 4,101 96,038 30,342 41,846 2,442 18,722

　　２３年 36,638 185,939 7,259 144,486 4,168 94,857 29,379 41,453 2,404 18,324

＊＊＊船舶入港数年次推移＊＊＊

表－１　　船舶入港数年次推移
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（単位：隻・千総トン）

　　　　　　航　　　路

隻数 総トン数 隻数 総トン数 隻数 総トン数

　　　　　総　　　数 7,259 144,486 7,568 148,591 95.9% 97.2%

１ 中 国 1,803 17,558 1,946 17,971 92.7% 97.7%

２ タ イ ・ イ ン ド シ ナ 891 13,725 830 12,729 107.3% 107.8%

３ 韓 国 503 2,881 488 2,840 103.1% 101.4%

４ 欧 州 398 27,676 451 30,835 88.2% 89.8%

５ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ・ﾏﾚｰｼｱ 280 9,097 302 9,430 92.7% 96.5%

６ イ ン ド ネ シ ア 211 4,684 160 3,554 131.9% 131.8%

７ 北米西岸 （ P.S.W ） 193 11,020 187 12,146 103.2% 90.7%

８ 北米西岸 （ P.N.W ） 104 8,322 103 7,500 101.0% 111.0%

９ 豪州・ニュージーランド 87 2,245 81 2,061 107.4% 108.9%

１０ フ ィ リ ピ ン 84 1,298 77 1,425 109.1% 91.1%

表－２　　外航船舶航路別比較　（上位１０位）
　　＊＊＊航路別入港数構成比＊＊＊

平成23年 平成22年 前 年 比

中国
24.8%

韓国
6.9%豪州・ニュー

ジーランド
1.2%

フィリピン
1.2%

北米西岸
（P.S.W）
2.7%

北米西岸
（P.N.W）
1.4%

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ・
ﾏﾚｰｼｱ
3.9%インドネシア

2.9%

欧州
5.5%

その他
37.2%

タイ・インドシナ
12.3%

 総数
7,259隻

 

（単位：隻・千総トン数） （単位：隻・千総トン数）

隻数 総トン数 隻数 総トン数 隻数 総トン数 隻数 総トン数 隻数 総トン数 隻数 総トン数

　　　　総　　　　数 7,259 144,486 7,568 148,591 95.9% 97.2% 　　　　総　　　　数 29,379 41,453 30,342 41,846 96.8% 99.1%

１ 客 船 30 844 49 1,696 61.2% 49.8% １ 貨 物 船 11,818 9,182 12,694 9,557 93.1% 96.1%

２ 貨 客 船 83 978 101 1,231 82.2% 79.5% ( 内 自動車専用船 ） (433) (3,578) (450) (3,540) (96.2%) (101.1%)

３ 貨 物 船 1,042 11,619 1,071 10,758 97.3% 108.0% ２ 客 船 8,181 10,403 8,262 10,031 99.0% 103.7%

４ 穀 物 タ ン カ ー 129 3,511 192 4,333 67.2% 81.0% ３ 貨 客 船 71 445 75 470 94.7% 94.7%

５ 鉱 石 タ ン カ ー 1 60 1 10 100.0% 606.3% ４ 油 タ ン カ ー 1,975 1,315 2,031 1,239 97.2% 106.1%

６ 液 体 タ ン カ ー 609 4,542 612 4,790 99.5% 94.8% ５ 液 体 タ ン カ ー 1,233 829 1,232 824 100.1% 100.6%

７ 木 材 専 用 船 - - - - - - ６ セメントタンカー 118 204 177 323 66.7% 63.0%

８ 自 動 車専 用船 357 17,915 400 18,790 89.3% 95.3% ７ その他のタンカー 4 2 8 25 50.0% 7.8%

９ バ ナ ナ 船 242 1,905 279 2,343 86.7% 81.3% ８ フ ェ リ ー ボ ー ト 2,404 18,324 2,442 18,722 98.4% 97.9%

１０ フルコンテナ船 4,168 94,857 4,101 96,038 101.6% 98.8% ９ 漁 船 1 1 4 3 25.0% 28.8%

１１ セ ミ コンテナ船 587 8,237 746 8,548 78.7% 96.4% １０ タ グ ボ ー ト 2,930 265 2,884 256 101.6% 103.6%

１２ そ の 他 11 19 16 52 68.8% 36.7% １１ そ の 他 644 484 533 396 120.8% 122.3%

（　用　　途　）

船　　　　種

（　用　　途　）

前 年 比平成22年平成23年 平成22年 前 年 比

表－３　　外航船舶船種（用途）別比較 表－４　　内航船舶船種（用途）別比較

船　　　　種 平成23年

 

 

＊＊＊船種（用途）別構成比＊＊＊
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取扱貨物量 
総取扱貨物量は、外貿貨物 4,929 万トン（前年比 103.1%）、内貿貨物 3,772 万トン（同 100.0%）、神

戸港全体で 8,702 万トン（同 101.7%）となった。 

 
（１）外貿・輸出貨物 
輸出貨物は 2,220 万トン（同 99.1%）で前年を下回った。（表－5） 

品 種 別 前年に引き続き「産業機械」436 万トン（構成比 19.6%）が第１位を占めた。その他の

品種では、「染料･塗料･合成樹脂･その他化学工業品」269 万トン（同 12.1%）、「完成自動

車」217 万トン（同 9.8%）の順となった。（表－6） 

地 域 別 前年に引き続き「アジア」1,606 万トン（同 72.3%）が第１位を占めた。その他の地域

では、「北アメリカ」285 万トン（同 12.9%）、「ヨーロッパ」172 万ﾄﾝ（同 7.7%）の順と

なった。（表－7） 

主要国別 前年に引き続き「中華人民共和国」660 万トン（同 29.7%）が 13 年連続第１位を占めた。

その他の主要国は、「アメリカ合衆国」250 万トン（同 11.3%）、「台湾」220 万ﾄﾝ（同 9.9%）

の順となった。（表－8） 

        

        

      

  

表－５　　輸出貨物量推移

（単位：千トン） （単位：千トン）

年 ６年 １５年 １６年 １７年 １8年 年 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

総数25,860 16,897 18,790 20,055 21,929 平成22年 1,578 1,697 2,029 1,909 1,840 1,891 2,053 1,798 1,857 1,889 1,817 2,045

年 19年 20年 21年 22年 23年 平成23年 1,517 1,957 2,187 1,922 1,659 1,935 1,922 1,787 1,834 1,865 1,710 1,901

総数 23,630 23,728 19,327 22,400 22,196 前 年 比 96.2% 115.3% 107.8% 100.7% 90.2% 102.4% 93.6% 99.4% 98.8% 98.7% 94.1% 93.0%

＊＊＊年次推移＊＊＊
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表－６　　輸出貨物品種別数量
　＊＊＊輸出貨物品種別構成比＊＊＊

（単位：千トン）

　　　　　品　　　　種 平成２２年 前年比

構成比

　　　　　総　　　　数 22,196 100.0% 22,400 99.1%

１ 産 業 機 械 4,360 19.6% 4,224 103.2%

２
染料・塗料・合成樹脂・その他
化 学 工 業 品 2,685 12.1% 2,789 96.3%

３ 完 成 自 動 車 2,170 9.8% 2,122 102.3%

４ 自 動 車 部 品 1,836 8.3% 1,877 97.8%

５ 鋼 材 1,460 6.6% 1,434 101.8%

６ 電 気 機 械 1,404 6.3% 1,496 93.9%

７ 化 学 薬 品 1,146 5.2% 1,205 95.1%

８ 再 利 用 資 材 871 3.9% 918 95.0%

９ ゴ ム 製 品 584 2.6% 631 92.6%

１０ 紙 ・ パ ル プ 534 2.4% 625 85.5%

そ の 他 5,144 23.2% 5,080 101.3%

表－７　　輸出貨物地域別数量 表－８　　輸出貨物主要国別数量
（単位：千トン） （単位：千トン）

地　　域 平成２２年 前年比 　　主　　要　　国 平成２２年 前年比

構成比 構成比

105 １ 中華人民共和国 6,600 29.7% 6,760 97.6%
総　　数 22,196 100.0% 22,400 99.1% 403 ２ ア メ リ カ 合 衆 国 2,500 11.3% 2,479 100.8%

106 ３ 台 湾 2,195 9.9% 2,070 106.1%

１ ア ジ ア 16,056 72.3% 16,323 98.4% 112 ４ タ イ 1,556 7.0% 1,709 91.1%

２ 北 米 2,853 12.9% 2,749 103.8% 103 ５ 大 韓 民 国 1,474 6.6% 1,346 109.5%
３ ヨ ー ロ ッ パ 1,720 7.7% 1,776 96.9% 116 ６ シ ン ガ ポ ー ル 1,459 6.6% 1,461 99.9%
４ ア フ リ カ 523 2.4% 533 98.1% 113 ７ マ レ ー シ ア 1,000 4.5% 1,099 91.0%
５ 中 近 東 440 2.0% 411 107.1% 311 ８ オ ラ ン ダ 822 3.7% 867 94.8%

６ オ セ ア ニ ア 377 1.7% 388 97.0% 117 ９ イ ン ド ネ シ ア 569 2.6% 633 89.9%

７ 南 ア メ リ カ 226 1.0% 219 102.8% 310１０ ド イ ツ 450 2.0% 419 107.3%

＊＊＊輸出貨物　地域別・国別構成比＊＊＊

平　成　２３　年

平　成　２３　年 平　成　２３　年
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6.6%
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（２）外貿・輸入貨物 
 輸入貨物は 2,710 万トン（前年比 106.7%）で前年を上回った。（表－9） 

品 種 別 前年に引き続き「石炭」370 万トン（構成比 13.6%）が第１位を占めた。その他の品種

では、「衣服・身廻品・はきもの」192 万トン（同 7.1%）、「野菜･果物」159 万ﾄﾝ（同 5.9%）

の順となった。（表－10） 

地 域 別 前年に引き続き「アジア」1,491 万トン（同 55.1%）が第１位を占めた。その他の地域

では、「北アメリカ」660 万トン（同 24.4%）、「オセアニア」278 万トン（同 10.2%）の順

となった。（表－11） 

主要国別 前年に引き続き「中華人民共和国」737 万トン（同 27.2%）が 12 年連続第１位を占めた。

その他の主要国では、「アメリカ合衆国」504 万トン（同 18.6%）、「オーストラリア」256

万トン（同 9.4%）の順となった。（表－12） 

 

 

 

表－９　　輸入貨物量推移

（単位：千トン） （単位：千トン）

年 ６年 15年 １6年 １7年 １8年 年 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

総数29,368 21,204 24,451 25,648 26,755 平成22年 2,062 1,904 2,361 2,015 2,121 2,259 2,181 2,223 2,149 1,875 2,144 2,094

年 19年 20年 21年 22年 23年 平成23年 2,293 1,794 2,592 2,207 2,357 2,203 2,308 2,247 2,237 2,453 2,329 2,078

総数25,840 26,252 23,862 25,389 27,097 前 年 比 111.2% 94.3% 109.8% 109.5% 111.1% 97.5% 105.8% 101.1% 104.1% 130.8% 108.6% 99.2%

＊＊＊年次推移＊＊＊
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表－１０　　輸入貨物品種別数量
　＊＊＊輸入貨物品種別構成比＊＊＊

（単位：千トン）

　　　　　品　　　　種 平成２２年 前年比

構成比

　　　　　総　　　　数 27,097 100.0% 25,389 106.7%

１ 石 炭 3,697 13.6% 3,414 108.3%

２ 衣服・身廻品・はきもの 1,922 7.1% 1,814 105.9%

３ 野 菜 ・ 果 物 1,586 5.9% 1,538 103.1%

４
染料・塗料・合成樹脂・その他
化 学 工 業 品 1,577 5.8% 1,451 108.7%

５ 化 学 薬 品 1,250 4.6% 1,243 100.6%

６ 家 具 装 備 品 1,167 4.3% 1,195 97.7%

７ 麦 1,134 4.2% 805 140.8%

８ 製 造 食 品 1,132 4.2% 1,048 108.1%

９ 製 材 1,072 4.0% 1,004 106.7%

１０ そ の 他 農 産 品 1,000 3.7% 890 112.4%

そ の 他 11,559 42.7% 10,988 105.2%

表－１１　　輸入貨物地域別数量 表－１２　　輸入貨物主要国別数量
（単位：千トン） （単位：千トン）

地　　域 平成２２年 前年比 　　主　　要　　国 平成２２年 前年比

構成比 構成比

105 １ 中華人民共和国 7,368 27.2% 6,934 106.2%
総　　数 27,097 100.0% 25,389 106.7% 403 ２ アメ リカ合衆国 5,040 18.6% 4,733 106.5%

701 ３ オ ー ス ト ラ リ ア 2,558 9.4% 2,301 111.2%
１ ア ジ ア 14,919 55.1% 14,242 104.7% 117 ４ イ ン ド ネ シ ア 1,508 5.6% 1,530 98.6%
２ 北 米 6,604 24.4% 6,019 109.7% 402 ５ カ ナ ダ 1,493 5.5% 1,227 121.7%

３ オ セ ア ニ ア 2,777 10.2% 2,546 109.1% 106 ６ 台 湾 1,187 4.4% 1,180 100.6%

４ ヨ ー ロ ッ パ 2,359 8.7% 2,153 109.6% 116 ７ シ ン ガ ポ ー ル 1,158 4.3% 1,116 103.8%
５ 中 近 東 237 0.9% 250 94.8% 103 ８ 大 韓 民 国 1,036 3.8% 1,003 103.2%
６ 南 ア メ リ カ 193 0.7% 150 128.7% 112 ９ タ イ 980 3.6% 881 111.2%

７ ア フ リ カ 9 0.0% 29 30.9% 311１０ オ ラ ン ダ 962 3.5% 830 115.8%

＊＊＊輸入貨物　地域別・国別構成比＊＊＊

平　成　２３　年
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（３）外貿・コンテナ貨物及びコンテナ個数 
   ◇コンテナ貨物 
コンテナ貨物は、3,569 万トン（前年比 102.5%）で 2年連続増加し、輸出が 1,724 万トン（同 99.5%）

で 1年で減少に転じ、輸入が 1,845 万トン（同 105.5%）で 2年連続増加となった。また、コンテナ

化率（輸出入貨物に占めるコンテナ貨物の割合）は、輸出入全体は 72.4%、輸出は 77.7%、輸入は

68.1%となっている。（表－13） 

品 種 別〈輸出〉前年に引き続き「染料・塗料・合成樹脂・その他化学工業品」268 万トン（構

成比 15.5%）が第１位を占めた。その他の品種では、「産業機械」258 万トン（同

15.0%）、「自動車部品」180 万トン（同 10.5%）の順となった。（表－14） 

〈輸入〉前年に引き続き「衣服・身廻品・はきもの」192 万トン（同 10.4%）が第 1 位

を占めた。その他の品種では、「染料・塗料・合成樹脂・その他化学工業品」140

万トン（同 7.6%）、「家具装備品」117 万トン（同 6.3%）と続いた。（表－15） 

主要国別  輸出入全体で前年に引き続き「中華人民共和国」1,340 万トン（同 37.5%）が第１位と

なった。その他の主要国では、「アメリカ合衆国」494 万トン（同 13.8%）、「台湾」323

万トン（同 9.1%）の順となった。（表－16） 

◇コンテナ個数 
コンテナ取扱個数（20 フィート換算個数・実入／空合計）は、210 万個（前年比 103.9 で、輸出が

113 万個（前年比 103.5%）、輸入が 97 万個（104.5）であった。（表－13） 

なお、内貿のコンテナ取扱個数 53 万個（前年比 98.3）との合計では 263 万個（前年比 102.7）と

なり、平成 7年の阪神・淡路大震災以降最高となった。 

 

表－１３　　外貿コンテナ貨物年次推移

（単位：千トン・千ＴＥＵ）

外　　貿　　貨　　物 外　貿　コ　ン　テ　ナ　貨　物 　コ　ン　テ　ナ　個　数

計 輸出 輸入 計 （コンテナ化率） 輸出 （コンテナ化率） 輸入 （コンテナ化率） 計 輸出 輸入

  平成６年 55,228 25,860 29,368 42,184 76.4% 20,800 80.4% 21,384 72.8% 2,705 1,354 1,350

    １５年 38,101 16,897 21,204 27,378 71.9% 13,110 77.6% 14,268 67.3% 1,765 903 863

    １６年 43,241 18,790 24,451 30,823 71.3% 14,427 76.8% 16,396 67.1% 1,851 956 895

    １７年 45,703 20,055 25,648 32,015 70.1% 15,021 74.9% 16,994 66.3% 1,885 973 912

    １８年 48,684 21,929 26,755 34,199 70.2% 16,139 73.6% 18,060 67.5% 1,985 1,028 956

    １９年 49,470 23,630 25,840 34,530 69.8% 16,741 70.8% 17,789 68.8% 2,019 1,055 964

    ２０年 49,980 23,728 26,252 34,613 69.3% 16,947 71.4% 17,667 67.3% 2,042 1,072 970

    ２１年 43,188 19,327 23,862 30,525 70.7% 14,689 76.0% 15,835 66.4% 1,773 946 827

    ２２年 47,790 22,400 25,389 34,804 72.8% 17,327 77.4% 17,477 68.8% 2,018 1,092 926

    ２３年 49,293 22,196 27,097 35,689 72.4% 17,242 77.7% 18,446 68.1% 2,097 1,129 968

＊＊＊外貿貨物及びコンテナ貨物＊＊＊
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表－１４　　輸出コンテナ貨物品種別数量 表－１５　　輸入コンテナ貨物品種別数量

（単位：千トン） （単位：千トン）

　　　　　品　　　　種 平成２２年 前年比 　　　　　品　　　　種 平成２２年 前年比

構成比 構成比

　　　　　総　　　　数 17,242 100.0% 17,327 99.5% 　　　　総　　　　数 18,446 100.0% 17,477 105.5%

１ 染料・塗料・合成樹脂・
そ の 他 化 学 工 業品

2,677 15.5% 2,775 96.5% １ 衣服・身廻品・はきもの 1,922 10.4% 1,814 105.9%

２ 産 業 機 械 2,580 15.0% 2,412 107.0% ２ 染料・塗料・合成樹脂・
そ の 他 化 学 工 業品

1,398 7.6% 1,328 105.3%

３ 自 動 車 部 品 1,804 10.5% 1,863 96.8% ３ 家 具 装 備 品 1,167 6.3% 1,195 97.7%

４ 電 気 機 械 1,233 7.2% 1,317 93.7% 4 製 造 食 品 1,128 6.1% 1,048 107.6%

５ 再 利 用 資 材 871 5.1% 916 95.1% 5 製 材 1,072 5.8% 1,003 106.8%

６ 完 成 自 動 車 836 4.8% 811 103.0% 6 野 菜 ・ 果 物 893 4.8% 829 107.7%

７ 化 学 薬 品 739 4.3% 813 90.9% 7 電 気 機 械 880 4.8% 769 114.4%

８ 鋼 材 632 3.7% 621 101.7% 8 動植物性製造飼肥料 867 4.7% 903 96.0%

９ ゴ ム 製 品 563 3.3% 613 91.8% 9 紙 ・ パ ル プ 853 4.6% 789 108.2%

１０ 紙 ・ パ ル プ 524 3.0% 612 85.7% 10 化 学 薬 品 721 3.9% 699 103.1%

そ の 他 4,783 27.7% 4,575 104.6% そ の 他 7,547 40.9% 7,101 106.3%

＊＊＊コンテナ貨物量　品種別構成比＊＊＊

平成   ２３  年 平成   ２３  年
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表－１６　　外貿主要国別コンテナ貨物量（輸出入）

（単位：千トン）

　　　　主　　要　　国 平成   ２３  年 平成２２年 前年比

構成比

　　　　　総　　　　数 35,689 100.0% 34,804 102.5%

１ 中華人民共和国 13,399 37.5% 12,966 103.3%

２ ア メ リ カ 合 衆国 4,939 13.8% 4,956 99.7%

３ 台 湾 3,231 9.1% 3,094 104.4%

４ シ ン ガ ポ ー ル 2,327 6.5% 2,326 100.1%

５ タ イ 2,196 6.2% 2,312 95.0%

６ 大 韓 民 国 2,021 5.7% 1,819 111.1%

７ オ ラ ン ダ 1,691 4.7% 1,627 103.9%

８ ド イ ツ 1,379 3.9% 1,137 121.3%

９ マ レ ー シ ア 1,275 3.6% 1,390 91.7%

１０ カ ナ ダ 679 1.9% 587 115.7%

そ の 他 2,550 7.1% 2,590 98.5%

＊＊＊コンテナ貨物量　主要国別構成比＊＊＊
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（４）外貿コンテナトランシップ貨物  
1994 年をピークに減少傾向となっている神戸港を経由するコンテナトランシップ貨物の総数は

4.4 トン（前年比 50.0%）となった。 

地 域 別〈仕出〉「アジア」2.7 万トン（構成比 61.4）が最も多く、次いで「北米」1.2 万トン（同

28.1%）となった。（表－18） 

               〈仕向〉「北米」2.4 万トン（同 55.1）が最も多く、次いで「アジア」2.0 万トン（同 44.9）

となった。（表－18） 

品 種 別「電気機械」0.5 万トン(同 11.7%) 、「ゴム製品」0.4 万トン(同 8.9)、「家具装備品」0.4

万トン(同 8.1%)と続いた。（表－17） 

 

 

 

 

表－１７  外貿コンテナトランシップ貨物品種別数量

＊＊＊外貿コンテナトランシップ貨物品種別構成比＊＊＊

平成２２年 前年比

品            種 構成比

総            数 44 100.0% 87 50.0%

1 電 気 機 械 5 11.7% 5 110.4%

2 ゴ ム 製 品 4 8.9% 2 236.7%

3 家 具 装 備 品 4 8.1% 10 36.5%

4 紙 ・ パ ル プ 3 7.4% 3 115.2%

5
染料・塗料・合成樹脂・その他化
学 工 業 品

3 6.6% 4 67.4%

6 そ の 他 日 用 品 2 5.5% 4 65.3%

7 製 造 食 品 2 5.4% 3 69.6%

8 製 材 2 5.0% 5 45.3%

9 衣 服 ・ 身 廻品 ・ は き も の 2 3.8% 5 32.8%

10 そ の 他 畜 産 品 1 3.4% 2 74.4%

そ の 他 15 34.2% 45 32.9%

平成２３年

（単位；千トン）

   外貿ｺﾝﾃﾅ
     ﾄﾗﾝｼｯﾌﾟ貨物
            千ﾄﾝ44
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（単位：トン）
仕出国 仕向国 仕出国 仕向国

12,256 24,064
ア メ リ カ 合 衆 国 5,871 23,100
カ ナ ダ 5,746 -
パ ナ マ 639 964

26,799 19,577 - -
中 華 人 民 共 和 国 17,533 4,249 168 -
シ ン ガ ポ ー ル 7,178 - ド イ ツ 連 邦 共 和 国 36 -
タ イ 1,788 18 - -
大 韓 民 国 176 5,223 - -
ベトナム社会主義共和国 124 2,855 4,418 -
台 湾 - 6,582 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 4,418 -

南 ア メ リ カ

表－18　　コンテナトランシップ貨物量

国・地域 国・地域

総 計 43,641 43,641

北 米

オ セ ア ニ ア

ヨ ー ロ ッ パ

ア フ リ カ

ア ジ ア 中 近 東

 

 

    
 

 
 
 



  
 

    

＊＊＊コンテナトランシップ貨物量の動向＊＊＊
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（単位：トン） （単位：トン）

仕出地域・国 貨物量 仕向地域・国 貨物量

中華人民共和国 17,533 アメリカ合衆国 22,992

シンガポール 7,178 ベトナム社会主義共和国 2,805

タイ 1,788 パナマ 964

大韓民国 176 大韓民国 30

ベトナム社会主義共和国 124 中華人民共和国 8

その他のアジア 0 その他地域・国 0

（単位：トン） （単位：トン）

仕出地域・国 貨物量 仕向地域・国 貨物量

アメリカ合衆国 5,871 台湾 6,582

カナダ 5,746 大韓民国 5,193

ニュージーランド 4,418 中華人民共和国 4,241

パナマ 639 フィリピン 596

その他地域・国 26,967 アメリカ合衆国 108

その他地域・国 122

《　アジアから　》

《　アジア以外の地域・国から　》
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（５）内貿貨物 
内貿貨物は、全体で3,772万トン（前年比100.0）でわずかに減少となり、移出1,552万トン（同103.2）、

移入 2,220 万トン（同 97.8）となった。（表－19） 

性 格 別 神戸港仲継貨物（神戸港での輸入貨物を国内他港へ移出した貨物及び、神戸港での輸出貨

物で国内他港から移入した貨物）は、移出 242 万トン（同 108.0）、移入 356 万トン（同 94.1）、

全体で 598 万トン（同 99.3）であった。（表－20） 
◇フェリーボート貨物 
フェリーボート貨物量は、全体で 1,992 トン（同 103.7%）、移出は 924 万トン（同 105.1）、移入は 1,068

万トン（同 102.5）となった。（表－19） 

車 種 別 「トラック」が 16 万台（同 103.8%）、「乗用車」は 13 万台（同 113.0%）であった。 

（表－22） 

◇フェリーボート貨物以外の内貿貨物 
フェリーボート貨物以外の内貿貨物量は、合計で1,780万トン（同96.0%）、移出628万トン（同100.5%）、

移入 1,152 万トン（同 93.8%）であった。（表－21） 

品 種 別〈移出〉「鋼材」86 万トン（構成比 13.7%）、「取合せ品」72 万トン（同 11.4%）が上位品種

であった。 

〈移入〉「鉄鉱石」214 万トン（同 18.5%）、「石油製品」149 万トン（同 13.0%）が上位品種で

あった。 

表－１９　　内貿貨物年次推移

（単位：千トン）

　　　　　　　　　内      貿      貨      物 　　　　　　　　　う　ち　　　フ　ェ　リ　ー　貨　物  

計 移出 移入 計 移出 移入
平成 ６年 115,774 52,911 62,864 97,203 46,445 50,759

１５年 40,658 16,582 24,076 22,787 10,237 12,550

１６年 42,420 16,696 25,724 23,439 10,387 13,053

１７年 45,479 17,367 28,112 25,676 11,223 14,453

１８年 46,815 18,178 28,637 27,137 11,888 15,249

１９年 46,723 18,065 28,659 27,079 11,860 15,219

２０年 45,205 18,594 26,611 25,640 11,899 13,741

２１年 33,839 13,797 20,042 17,345 8,107 9,238

２２年 37,743 15,040 22,703 19,204 8,785 10,419

２３年 37,724 15,521 22,203 19,921 9,237 10,684

＊＊＊内貿貨物　年次推移＊＊＊
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表－２０　　内貿貨物性格別数量

移出 （単位：千トン） 移入 （単位：千トン）
性格区分 平成２３年 構成比 平成２２年 前年比 性格区分 平成２３年 構成比 平成２２年 前年比
総 数 15,521 100.0% 15,040 103.2% 総 数 22,203 100.0% 22,703 97.8%

純 内 貿 3,427 22.1% 3,585 95.6% 純 内 貿 7,748 34.9% 8,374 92.5%
フ ェ リ ー 貨 物 9,237 59.5% 8,785 105.1% フ ェ リ ー 貨 物 10,684 48.1% 10,419 102.5%
神 戸 港 仲 継 2,423 15.6% 2,244 108.0% 神 戸 港 仲 継 3,558 16.0% 3,779 94.1%
船 用 品 373 2.4% 367 101.5% 船 用 品 -          - - -
他 港 仲 継 61 0.4% 59 103.3% 他 港 仲 継 213 1.0% 131 162.2%

＊＊＊内貿貨物　性格別構成比＊＊＊

移出

純内貿
22.1%

他港仲継
0.4%

船用品
2.4%

フェリー貨物
59.5%

神戸港仲継
15.6%

移出貨物
総数
15,521千ﾄﾝ

移入

純内貿
34.9%

フェリー貨物
48.1%

神戸港仲継
16.0%

他港仲継
1.0%

船用品
0.0%

移入貨物
総数
22,203千ﾄﾝ

 
表－２１　　内貿貨物品種別数量（フェリー貨物を除く）

移出 （単位：千トン） 移入 （単位：千トン）
　　　　品　　　　　種 平成２３年 構成比 平成２２年 前年比 　　　品 　　　　種 平成２３年 構成比 平成２２年 前年比

総　　　数 6,283 100.0% 6,254 100.5% 11,520 100.0% 12,285 93.8%

１ 鋼 材 860 13.7% 1,070 80.4% 141 １ 鉄 鉱 石 2,137 18.5% 2,406 88.8%
２ 取 合 せ 品 715 11.4% 655 109.1% 321 ２ 石 油 製 品 1,494 13.0% 1,695 88.1%
３ 非 金 属 鉱 物 614 9.8% 588 104.4% 531 ３ 取 合 せ 品 1,300 11.3% 1,228 105.9%
４ 動植物性製造飼肥料 465 7.4% 463 100.3% 161 ４ 砂 利 ・ 砂 872 7.6% 963 90.5%

５
染料・塗料・合成樹脂・
その他化学工業品

308 4.9% 318 96.9% 252 ５ 完 成 自 動 車 818 7.1% 865 94.6%

６ 再 利 用 資 材 275 4.4% 229 120.2% 222 ６ 鋼 材 776 6.7% 972 79.8%
７ と う も ろ こ し 271 4.3% 324 83.6% 331 ７ コ － ク ス 643 5.6% 722 89.1%
８ 麦 264 4.2% 129 204.9% 255 ８ 自 動 車 部 品 593 5.1% 580 102.3%
９ 水 259 4.1% 244 106.1% 221 ９ 鉄 鋼 446 3.9% 531 84.0%
１０ 砂 利 ・ 砂 254 4.0% 265 95.5% 261 １０ 産 業 機 械 394 3.4% 351 112.3%
そ の 他 2,000 31.8% 1,970 101.5% そ の 他 2,046 17.8% 1,972 103.7%

＊＊＊内貿貨物　品種別構成比(フェリー貨物を除く）＊＊＊

='BO_内貿品種（フェリー除く）'!B11
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表－２２　　フェリーボート車種別輸送台数

移出 （単位：台） 移入 （単位：台）
車種 平成２３年 構成比 平成２２年 前年比 車種 平成２３年 構成比 平成２２年 前年比
総数 173,732 100.0% 161,490 107.6% 総数 199,228 100.0% 189,253 105.3%

バス 443 0.3% 407 108.8% バス 539 0.3% 443 121.7%
トラック 70,900 40.8% 67,093 105.7% トラック 91,027 45.7% 88,915 102.4%
乗用車 64,081 36.9% 56,651 113.1% 乗用車 68,198 34.2% 60,413 112.9%
その他 38,308 22.1% 37,339 102.6% その他 39,464 19.8% 39,482 100.0%

40.8% 45.7%

36.9% 34.2%

19.8%22.1%

0.3% 0.3%
移出

トラック

乗用車

その他

バ　ス 移入

 



船舶乗降人員 
（１）内国航路 
 内国航路の船舶乗降人員は乗船・降船合計で、1,753 千人（前年比 103.3%）であった。（表－23） 

        船 種 別  客船が 1,085 千人（同 97.9%）、フェリーボートは 669 千人（同 113.6%）であった。 
（２）外国航路 

       外国航路の船舶乗降人員は乗船・降船合計で、24 千人（同 83.3%）であった。（表－24） 

 

      

（単位：人）

　　　　　　　総　　　　　　計

年 　　　　　　　　客　　　　　　船 　　　　　　　　フ　　ェ　　リ　　ー

合計 乗船 降船 合計 乗船 降船 合計 乗船 降船

平成 ６年 8,235,186 4,046,097 4,189,089 2,042,095 1,006,223 1,035,872 6,193,091 3,039,874 3,153,217

15年 2,096,633 1,020,655 1,075,978 1,045,675 522,444 523,231 1,050,958 498,211 552,747

16年 1,948,622 950,197 998,425 931,892 466,274 465,618 1,016,730 483,923 532,807

17年 1,892,729 926,173 966,556 907,368 453,892 453,476 985,361 472,281 513,080

18年 1,796,588 886,861 909,727 884,199 444,363 439,836 912,389 442,498 469,891

19年 2,008,634 994,838 1,013,796 1,110,401 560,368 550,033 898,233 434,470 463,763

20年 1,912,866 953,707 959,159 1,090,957 548,790 542,167 821,909 404,917 416,992

21年 1,589,475 794,647 794,828 1,011,862 510,831 501,031 577,613 283,816 293,797

22年 1,696,613 856,857 839,756 1,107,768 561,023 546,745 588,845 295,834 293,011

23年 1,753,311 880,838 872,473 1,084,505 548,744 535,761 668,806 332,094 336,712

表－２３　国内航路船舶乗降人員

＊＊＊国内航路　乗降人員年次推移＊＊＊
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　　　表－２４　　外国航路船舶乗降人員

（単位：人）

年 合計 乗船 降船

平成６年 47,450 25,141 22,309

15年 15,533 7,862 7,671

16年 20,332 9,876 10,456

17年 23,543 11,765 11,778

18年 30,750 15,729 15,021

19年 27,971 14,256 13,715

20年 36,819 19,253 17,566

21年 25,739 13,899 11,840

22年 29,030 17,925 11,105

23年 24,181 13,786 10,395

＊＊＊外国航路　乗降人員年次推移＊＊＊
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